
 

鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会（第１回）  

 

日 時：令和３年８月２５日（水） 

午後１時３０分～ 

場 所：米子市淀江支所 大会議室 

 

 

日   程 

 

 

１ 開会 

２ 管理者あいさつ 

３ 委員及び事務局職員の紹介 

４ 用地選定委員会の設置根拠及び役割等について 

５ 委員長及び副委員長の選任 

６ 正副委員長あいさつ 

７ 諮問 

８ 議題 

（１）一般廃棄物処理施設用地選定委員会の会議の運営について 

（２）一般廃棄物処理施設用地選定方針について 

（３）先進地視察について 

（４）その他 

９ その他 

10 閉会 

 

 



 
鳥取県西部広域行政管理組合 

一般廃棄物処理施設用地選定委員会（第１回）資料 

 

  
 

 

令和３年８月２５日 

令和３年８月２５日 

第１回用地選定委員会 

境港市 

米子市 
日吉津村 

大山町 

南部町 

伯耆町 

日南町 

日野町 

江府町 



目次 

 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会条例................................................1 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会条例施行規則.............................2 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会委員名簿.......................................3 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地の選定について（諮問）.............................4 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会の会議の運営について..........5 

・鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会会議傍聴要領...........................12 

・候補地の選定手法及び用地選定委員会のスケジュール................................................................................１5 

・第 2 回用地選定委員会における先進地視察について....................................................................................１6 



1 

○鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会条例 

 

令和 3 年 3 月 12 日 

条例第 4 号 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は，地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 292 条において準用する同

法第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき，鳥取県西部広域行政管理組合が整備する一

般廃棄物処理施設の用地(以下「用地」という。)を選定するための附属機関の設置

に関し，必要な事項を定めるものとする。 

(設置) 

第 2 条 鳥取県西部広域行政管理組合に鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理

施設用地選定委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第 3 条 委員会は，管理者の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 用地の選定に係る基準に関すること。 

(2) 用地の評価及び選定に関すること。 

(3) その他用地の選定に関し必要な事項 

(組織) 

第 4 条 委員会は，委員 10 人以内で組織し，次に掲げる者の中から管理者が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 関係行政機関の職員 

(3) その他管理者が必要と認める者 

(守秘義務) 

第 5 条 委員は，その職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も，同様とする。 

(委任) 

第 6 条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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○鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会条例施行規則 

令和 3 年 3 月 12 日 

規則第 4 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は，鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会

条例(令和 3 年鳥取県西部広域行政管理組合条例第 4 号。以下「条例」という。)第

6 条の規定に基づき，鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委

員会(以下「委員会」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(任期) 

第 2 条 委員の任期は，条例第 3 条に基づく調査審議が終了するまでとする。 

(委員長及び副委員長) 

第 3 条 委員会に委員長及び副委員長 1 人を置き，委員長は委員の互選によって，副委

員長は委員長の指名によってこれを定める。 

2  委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

3  副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたとき

は，その職務を代理する。 

(会議) 

第 4 条 委員会の会議(以下「会議」という。)は，委員長が招集し，委員長が議長とな

る。 

2  前項の規定にかかわらず，委員の委嘱後初めての会議は，管理者が招集する。 

3  委員会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

4  会議の議事に利害関係を有する委員は，その議事に加わることができない。 

5  会議の議事は，出席委員(当該議事に関し前項の規定に該当する委員があるときは，

当該委員を除いた出席委員)の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するとこ

ろによる。 

6  前項の場合において，議長は，委員として議決に加わることができない。 

(関係者の出席) 

第 5 条 委員会は，必要に応じて関係者を会議に出席させ説明若しくは意見を聴き，又

は関係者に必要な資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第 6 条 委員会の庶務は，事務局ごみ処理施設整備課において処理する。 

(委任) 

第 7 条 この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委

員会に諮って定める。 

附 則 

この規則は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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鳥取県西部広域行政管理組合 一般廃棄物処理施設用地選定委員会委員名簿 

 

（敬称略・順不同） 

 委員名 職名等 

学 

識 

経 

験 

者 

䥹
５
名
䥺 

星川
ほしかわ

 淑子
よしこ

 鳥取大学 特任教授 

門
もん

木
ぎ

 秀
ひで

幸
ゆき

 鳥取環境大学 准教授 

青木
あおき

  薫
かおる

 米子工業高等専門学校 教授 

藤井
ふじい

 雄三
ゆうぞう

 米子工業高等専門学校 教授 

谷口
たにぐち

 洋二
ようじ

 
（一社）全国地質業協会連合会 

中国地質業協会鳥取県支部 

関
係
行
政
機

関
䥹
１
名
䥺 

米増
よねます

 俊文
としふみ

 
鳥取県西部総合事務所 

米子県土整備局 計画調査課長 

そ
の
他
管
理
者
が
必
要
と
認
め
る
者
䥹
４
名
䥺 

山根
やまね

 淳史
じゅんじ

 米子商工会議所 専務理事 

熊谷
くまがえ

 春美
はるみ

 
鳥取県地球温暖化防止活動委員、 

とっとり環境教育アドバイザー 

高田
たかた

 雪
ゆき

枝
え

 鳥取県デザイナー協会 

奥田
おくだ

  登
のぼる

 米子市自治連合会 会長 

※ 任期：令和３年８月２５日から令和４年１１月３０日まで 



.

.
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発鳥西ご第 155 号―１ 

令和３年 ８月２５日 

  

鳥取県西部広域行政管理組合 

  一般廃棄物処理施設 

用地選定委員会 委員長 様 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

管理者 米子市長 伊木 隆司 

 

 

鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地の選定について（諮問） 

 

鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会条例第３条の規定

により、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

１ 令和１４年度供用開始を目標とする一般廃棄物処理施設の建設候補地に係る評価

基準及び評価に関すること 

 



.

.
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鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会の 

会議の運営について 

 

令 和 ３ 年  月  日  

一般廃棄物処理施設用地選定委員会決定 

１ 会議の開催について 

用地選定委員会の会議（以下単に「会議」という。）の開催情報について、事前に広報

するものとする。 

 ⑴ 会議開催情報の範囲 

   事前に広報すべき会議開催情報の範囲は、次に掲げるものとする。 

   ○ア 会議名、○イ 議題名、○ウ 公開・非公開の別、○エ 開催日時、○オ 開催場所、 

○カ 傍聴の可否及び傍聴者の定員、○キ 傍聴手続、○ク 非公開の理由（非公開とする

場合）、○ケ 問い合わせ先 

 ⑵ 会議開催情報の事前広報の方法 

   事前広報の方法は、次によるものとする 

   ○ア 組合ホームページへの掲載、○イ 構成市町村ホームページへの掲載、 

   ○ウ 報道（市政記者クラブ）への情報提供 

  

２ 会議の公開又は非公開について 

⑴ 公開の基準 

次の各号のいずれかに該当する事項の審議、審査、調査等（以下「審議等」という。）

を行うときは非公開とし、それ以外の事項の審議等を行うときは公開するものとする。 

  ① 組合情報公開条例第７条各号に掲げる非公開情報に該当すると認められる事項に

ついて、審議等を行うとき。（別紙 1「非公開情報の解説」及び別紙 2「組合情報公開

条例第 7 条抜粋」参照） 

 ② 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生じ

ると認められるとき。 

 ⑵ 公開又は非公開の決定時期 

会議の公開又は非公開の決定は、委員長が委員に諮って行うことを原則とする。 

 

３ 傍聴について 

  傍聴の方法等について、新型コロナウイルス感染症対策を念頭に、次のとおり定めるも

のとする。なお、新型コロナウイルス感染症の発生状況、感染対策の状況によっては、今

後の取り扱いを変更することができるものとする。 

⑴ 傍聴要領の制定 

 別紙 3「組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会会議傍聴要領」のとおり 
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⑵ 会場と傍聴者の定員 

 会場 定員 理由 

米子市役所淀江支所 

2 階大会議室 

10 人程度 委員 10 名（長机 1 に対し 1 名着席）及び当局 8

名程度の着席スペースを確保し、入り口側の空

きスペースに左右約 1.5m、前後約 1m 間隔で椅子

を配置した場合の最大人数とした。 

  ※ 他の会場で開催する場合でも、上記定員の確保に努めるものとする。 

  ※ 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のために、定員を削減する場合がある。 

 ⑶ 傍聴者の制限 

   委員長は、会議の円滑な運営の確保、出席者及び傍聴者の安全を確保するため、傍聴

者を制限することができるものとする。 

⑷ 傍聴の手続き 

  ① 傍聴に関する事項の周知 

傍聴の可否及び傍聴者の定員は、会議開催情報の広報に合わせ、本組合及び構成市

町村ホームページにて公表する。 

② 傍聴者の決定 

・ 傍聴を希望する者（以下「傍聴希望者」という。）は、会議当日に受付において

傍聴者受付簿に住所、氏名、その他必要事項を記入する。 

・ 傍聴の受付は、開会 40 分前に開始し、同 15 分前に締切るものとする。 

・ 傍聴の締切り時点で、傍聴希望者が定員を超過している場合は、抽選を行うもの

とする。 

・ 抽選は、傍聴者受付簿の受付番号に対応したカードを中の見えない箱に入れ、抽

選人（組合職員）がそのカードを引く方法によることとし、抽選人が引いた番号と

傍聴者受付簿の番号が一致した傍聴希望者を当選人とする。 

③ 定員に満たない場合の対応 

傍聴の受付を締め切った際に、傍聴者が定員に満たない場合は、定員に達するまで

受付順で傍聴を決定する。 

  ④ 会議開会後の傍聴受付 

    会議の開会後は、傍聴の受付は行わない。 

 ⑸ 配布資料 

   傍聴者に配布する会議資料は、委員に配布する資料と同一ではなく、その概要を取り

まとめた簡易なものとすることができる。 

 

４ 報道関係者の対応 

  報道関係者は、前項の規定にかかわらず、会議を傍聴することができる。 
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５ 傍聴時の注意事項 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症対策（当面の間の対応） 

傍聴受付時に検温を実施し、体温が 37.5 度以上の場合は傍聴を認めない。また、傍

聴受付時より、マスクの着用を義務化するとともに委員会の会場内での発言を禁止す

る。（違反する場合は、退場を命じる場合がある。） 

 ⑵ 会議進行上の遵守事項 

   組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会会議傍聴要領第 8 条から第 11 条までの規定

を遵守するものとする。 

 

６ 会議開催結果の公表について 

  会議開催結果は、次により公表するものとする。 

 ⑴ 公表方法 

   組合ホームページへの掲載 

 ⑵ 公表内容 

   ○ア 会議名、○イ 開催日時、○ウ 開催場所、○エ 出席者、○オ 議題名、 

○カ 会議の公開・非公開の別 ○キ 傍聴者数、○ク 会議資料、○ケ 次回開催予定、 

○コ 議事の概要 

 ⑶ 非公開とした会議の開催結果の公表 

   会議の全部または一部を非公開とした場合の当該会議の開催結果の公表に当たって

は、当該非公開情報が明らかとならないよう、議題及び議事の概要の記載方法に十分配

慮するとともに、会議資料についても同様に配慮したうえで、可能な範囲の情報を公表

するものとする。 

⑷ 会議録の作成 

会議録の作成にあたっては、次の取り扱いによるものとする。 

  ① 会議録に記載する委員の発言者区分は、委員長及び委員の２区分とする。 

  ② 会議録は、「要点議事録」を基本とする。なお、委員会の判断により、その議事の

全文を記録しておく必要があると認めた場合は「全文議事録」を作成する。 
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◆非公開情報の解説（鳥取県西部広域行政管理組合情報公開条例第 7 条各号） 

号 非公開情報 具体例等 

第 1 号 個人に関する情報 

・特定の個人を識別することができる情報（他の情報と照合

することにより、特定の個人識別することができる情報

を含む。） 

・特定の個人を識別することはできないが、公にすることに

より、個人の権利利益を害するおそれがある情報 

住所、氏名、生

年月日、本籍、

職業等 

※登記簿記載

情報を除く。 

第 2 号 法人等に関する情報 

・法人その他の団体（地方公共団体等を除く。）に関する情

報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であっ

て、当該法人または個人の権利、正当な利益等を害するお

それのある情報 

経営状況、信

用上不利益を

与える情報 

第 3 号 公共の安全等に関する情報 

・公にすることにより、公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれがある情報 

犯罪捜査情報

等 

第 4 号 法令秘に属する情報 

・法令等の規定により、公にすることができないと明示され

ている情報 

閲覧禁止・守

秘義務のある

情報 

第 5 号 審議、検討又は協議に関する情報 

 組合の機関の審議等の情報であって、意思形成過程情報

（検討途中の段階の情報）を公にすることが、公益性を考慮

しても、意思決定において著しい支障を及ぼすと認められ

る情報を非公開とする。 

候補地の土地

情報、当該土

地の調査・評

価の情報等 

 

 ・「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損

なわれるもの」とは、公にされることにより、外部からの

圧力や干渉を受けることにより、率直かつ活発な意見交

換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあ

り、その弊害が生じる高度な蓋然性が認められる情報を

いう。 

・「不当に住民の間に混乱を生じさせるもの」とは、審議中

の事案で正確性等が担保されていない未成熟な情報で住

民に無用の誤解を与え、混乱を招く蓋然性が高い情報を

いう。 

・「特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすも

の」とは、尚早な時期に公にされることにより、投機を助

長し、特定の者に利益を与え、若しくは不利益を及ぼす蓋

然性が高いと認められる情報をいう。 

別紙 1 
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号 非公開情報 具体例等 

第 6 号 国、他の地方公共団体等との協力関係に関する情報 

・組合と国や他の地方公共団体との協力関係に基づく情報

であって、他の地方公共団体等から公表してはならない

旨の指示、組合に協議が求められている情報で公表され

ていない情報等、公開することにより協力関係に著しい

支障を及ぼすと認められる情報 

 

市町村から非

公表の指示の

あった情報、

市町村におい

て未だ公表し

ていない情報

等 

第 7 号 事務事業の執行に関する情報 

・組合が行う事務又は事業の情報であって、公にすること

により、事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある情報であって、法的保護に値する程度の蓋然性

のある情報は非公開とする。 

・公開することにより、以降の同種の事務事業の公正又は

適正な執行に著しい支障が認められる情報 

・当該事務事業の性質上、その適正な遂行に著しい支障を

及ぼすと認められる情報 

公開により、

将来の同種の

事務事業の遂

行に支障のあ

る情報 

※ この表にある具体例等においても、その適用に際しては、公益上の公開の必要性を

十分に考慮して、慎重に判断する必要がある。  
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○鳥取県西部広域行政管理組合情報公開条例第 7 条抜粋 

 

（実施機関の公開義務） 

第７条 実施機関は，公開請求があったときは，公開請求に係る公文書に次の各号のい

ずれかに該当する情報（以下「非公開情報」という。）が記録されている場合を除

き，公開請求者に対し，当該公文書を公開しなければならない。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって，

当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別する

ことができるもの（他の情報と照合することにより，特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが，公

にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし，次に

掲げる情報を除く。 

ア 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定により又は慣行として公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報 

イ 人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが必要である

と認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第２条第１項に規

定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第４項

に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。），独立行政法人等（独立行政法人

等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）第２条第１項に

規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員並びに地方公務員法

（昭和 25 年法律第 261 号）第２条に規定する地方公務員をいう。）である場合にお

いて，当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは，当該情報のうち，当該

公務員等の職，氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分（当該公務員等の権利利益

を不当に害するおそれがある情報を除く。） 

エ 個人の権利利益を不当に害するおそれがなく，公にすることが公益上必要である

と認められる情報 

オ 当該個人が公にすることに同意している情報 

(2) 法人その他の団体（国，独立行政法人等及び地方公共団体を除く。以下「法人等」

という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって，次

に掲げるもの。ただし，人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため，公

にすることが必要であると認められるものを除く。 

ア 公にすることにより，当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて，公にしないとの条件で任意に提供されたものであって，

法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当

該条件を付することが当該情報の性質，当時の状況等に照らして合理的であると

認められるもの 

(3) 公にすることにより，犯罪の予防，捜査，警備その他の公共の安全及び秩序の維

持に支障を及ぼすおそれがある情報 

(4) 法令等の規定により，公にすることができないと明示されている情報 

(5) 組合の機関の内部又は相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，

公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損な

われ，不当に住民の間に混乱を生じさせ，又は特定の者に不当に利益を与え若しく

別紙 2 
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は不利益を及ぼすもの 

(6) 組合と国，独立行政法人等又は他の地方公共団体との間における照会，検討，協

議，指示等に関する情報であって，公にすることにより，その協力関係に著しい支

障を及ぼすもの 

(7) 組合が行う事務又は事業に関する情報であって，公にすることにより，当該事務

又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすと認められる次に掲げるもの 

ア 監査，検査，取締り又は試験に係る事務に関し，正確な事実の把握を困難にし，又

は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にすると認めら

れるもの 

イ 契約，交渉又は争訟に係る事務に関し，組合の財産上の利益又は当事者としての地

位を不当に害すると認められるもの 

ウ 調査研究に係る事務に関し，その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害すると認め

られるもの 

エ 人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすと認めら

れるもの 

オ 組合が経営する企業に係る事業に関し，その企業経営上の正当な利益を害すると

認められるもの 

カ その他当該事務又は事業の性質上，その適正な遂行に著しい支障を及ぼすと認め

られるもの 

 



.

.
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鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会会議傍聴要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会

の会議（以下単に「会議」という。）の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （公開の基準） 

第２条 会議は、次の各号のいずれかに該当する事項の審議、審査、調査等（以下「審

議等」という。）を行うときは非公開とし、それ以外の事項の審議等を行うときは公

開するものとする。 

 ⑴ 鳥取県西部広域行政管理組合情報公開条例（平成１３年鳥取県西部広域行政管理

組合条例第１号）第７条各号に掲げる非公開情報に該当すると認められる事項につ

いて、審議等を行うとき。 

 ⑵ 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生じ

ると認められるとき。 

 （傍聴者の制限） 

第３条 委員長は、会議の円滑な運営並びに会議の出席者及び傍聴者の安全を確保する

ため、必要に応じ傍聴者を制限することができるものとする。 

 （傍聴者の定員） 

第４条 傍聴者の定員は、１０人程度とする。 

２ 委員長は、会議場の広さ、新型コロナウイルス感染症対策等を考慮し、定員を変更

することができるものとする。 

 （傍聴の手続） 

第５条 傍聴の受付は、会議の開会４０分前から同１５分前までの間に行うものとし、

傍聴希望者は、傍聴者受付簿（別記様式）に自己の住所、氏名等を記入し、所定の場

所で待機するものとする。 

２ 会議の開会１５分前における傍聴希望者が定員を超えるときは、抽選により傍聴者

を決定するものとする。 

３ 傍聴の受付を締め切った後、傍聴者が定員に達していない場合は、会議が開会する

までの間、定員に達するまで受付順で傍聴者を決定するものとする。 

４ 会議の開会後は、傍聴の受付は行わない。 

 （報道関係者の取扱い） 

第６条 報道関係者については、委員長が認める範囲内において、前条に規定する手続

を経ることなしに、会議を傍聴することができる。この場合において、当該報道関係

者は、第１０条の許可を受けているものとみなす。 

 （傍聴の禁止） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

⑴ 刃物その他危険な物を携帯している者 

⑵ 酒気を帯びていると認められる者 

⑶ 張り紙、びら、プラカード、旗、のぼりその他これらに類する物を所持している

者 

⑷ 前３号に掲げる者のほか、会議を妨害し、又は他の傍聴者に迷惑をかけるおそれ

があると認められる者 

別紙 3 
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（立入りの制限） 

第８条 傍聴者は、指定された傍聴席以外の場所に立ち入ることができない。ただし、

あらかじめ議長の許可を受けた場合は、この限りでない。 

（遵守事項） 

第９条 傍聴者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 会議における言論に対して批評を加え、又は公然と可否を表明しないこと。 

⑵ 静粛にし、私語、談笑、拍手等をしないこと。 

⑶ 飲食をしないこと。 

⑷ 喫煙をしないこと。 

⑸ 前各号に定めるもののほか、議場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行

為をしないこと。 

（写真撮影、録画、録音等の禁止） 

第１０条 傍聴者は、会場において写真撮影、録画、録音等をしてはならない。ただし、

委員長の許可を受けた場合は、この限りでない。 

 （会議を非公開とする場合の措置） 

第１１条 傍聴者は、委員長により会議を非公開とする旨宣言があったときは、速やか

に退場しなければならない。 

 （違反に対する措置） 

第１２条 委員長は、傍聴者が、 

この要領に違反したと認められるときは、注意を促し、なお改めないときは、退場を命

ずることができる。 

２ 前項の規定により退場を命ぜられた者は、当日の会議を再び傍聴することができな

い。 

 （規定外事項） 

第１３条 この要領に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要領は、令和３年 月 日から施行する。 
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別記様式（第５条関係） 

 

第 回鳥取県西部広域行政管理組合一般廃棄物処理施設用地選定委員会 

傍聴者受付簿 

 

                         令和 年 月 日開催 

 

受付番号 住所 氏名 備考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



.

.



第1回 開催時期
提 出 〇用地選定方針の協議

 ①施設整備概要 R3.8.25
 ②候補地抽出エリアの整理

了 承  ③候補地の選定手法

構成市町村 提 案 第2回 開催時期
への依頼 〇先進施設の視察

候補地 〇評価基準の検討  R3.10.4
一次調査対象地 評価基準  ①調査項目・調査方法   〜10.15

の抽出 作成  ②点数化方法
（構成市町村）  ③評価方法・評価基準
R3.12月末 期限

第3回 開催時期
提 示 〇評価基準の決定

 ①調査項目・調査方法 R3.12上旬
構成市町村からの  ②点数化方法
報告・とりまとめ  ③評価方法・評価基準

報告 第4回 開催時期
〇一次調査結果による候補地絞り込み 
 ①候補地確認 R4.3中旬
 ②個別調査結果

提示  ③除外候補地の決定

報告 第5回 開催時期
〇二次調査結果による最終候補地評価
 ①詳細調査結果 R4.6中旬
 ②候補地評価

提示  ③候補地順位付け

報告 第6回 開催時期
〇最終候補地調査による最終候補地評価
 ①候補地の課題 R4.8下旬
 ②施設整備構想

答申 用地選定委員会の調査審議の終了

決定時期
R4.11上旬

報告時期
R4.11中旬

着手時期
R4.11月末以降

候補地の報告

地元交渉着手

候補地の選定手法及び用地選定委員会のスケジュール

一次調査（個別調査）

一次選定候補地

二次調査（詳細調査）

組合議会

（除外後の候補地）

副市町村⻑会議
正副管理者会議

順位付け候補地

最終候補地調査

最終候補地評価

正副管理者会議
候補地決定

用地選定委員会⿃取県⻄部広域⾏政管理組合
（構成市町村）
あり方検討会

用地選定方針

15
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第２回用地選定委員会における先進地視察について 

 

１ 目  的 

一般廃棄物処理施設の候補地調査の参考とするため、他自治体の一般廃棄物処理施

設の最新設備、立地場所、周辺環境整備等の取組事例の調査研究を行うことを目的と

した先進地視察を計画します。 

 

２ 実施期間  令和３年１０月４日（月）から１０月１５日（金）までの間の１日 

 

３ 視 察 先 

○今治市クリーンセンター 

⑴ 施設概要 

名称 今治市クリーンセンター（愛称：バリクリーン） 

所在地 愛媛県今治市町谷甲 394 番地 

敷地面積 36,700ｍ２ （ 200ｍ × 190ｍ 台形） 

建物 地下１階、地上４階建て（延べ床面積 16,981 ㎡） 

高さ 26ｍ 煙突高さ 59ｍ 

竣工 2018(平成 30)年 3 月 31 日 

運営期間 2018(平成 30)年 4 月 1 日から 20 年間 

施設規模 可燃ごみ処理施設 174t/日（87t/日×2 炉） 

・処理方式：全連続燃焼式焼却炉（ストーカ炉） 

リサイクルセンター処理能力 41t/5h 

・処理方式：破砕・選別・圧縮・梱包・一時保 

発電設備 蒸気タービン発電機（3,800kW） 

 

⑵ 特徴 

・ 今治市クリーンセンターは、「安全安心で人と地域と世代をつなぐ今治市クリー

ンセンター」を基本コンセプトとし、ごみを安定的に焼却処理し、回収したエネル

ギーを利用して発電を行う地域のエネルギー拠点として、平成３０年４月に供用を

開始した。 

・ 建設にあたっては、環境影響評価に対する知事意見「住民から歓迎される施設と

なるよう、新しいアイデアを出し、２１世紀のごみ処理施設のモデル(今治モデル)

となるよう検討すること」を受け、基本コンセプトを策定し、それにつながる「２

１世紀のごみ処理施設(今治モデル)」を掲げ、施設整備された。 

 

ア 新ごみ処理施設「２１世紀のごみ処理施設(今治モデル)」を構築する３つの柱 

①廃棄物を安全かつ安定的に処理する施設 

・最先端かつ最適な処理技術により、廃棄物を適正かつ安定的に処理 

・ごみの資源回収及びごみ焼却熱を利用した高効率発電 
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②地域を守り市民に親しまれる施設 

・平常時は市民の憩いの場、災害時は安心して避難できる防災拠点 

・避難者３２０ 人の収容が可能な設備、食料品、衛生用品の備蓄（７日分） 

・停電時も非常用発電機によりプラントの運転や避難所への電気供給が可能 

③環境啓発・体験型学習及び情報発信ができる施設 

・ごみ処理工程の見学コースや環境啓発コーナーを設置 

 

イ 住宅に隣接した場所（施設から住宅まで最短９０ｍ）に建設 

 

⑶ 視察スケジュール 

・ 所要時間：９時間４５分（バス移動） 

・ 日程 

8：30 米子発→12：00 今治市着（昼食）→13：00 今治市クリーンセンター視察（1 時

間 30 分）→14：45 今治市発→18：15 米子着 

 

⑷ 施設全景 

ア 施設外観 
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イ 立地状況 

 

 

 

４ 実施の可否 

・ 日程については、参加意向調査を行い、参加人数の最多の日とし、最小人数は５

名とする。 

※ ５名未満の場合は上記期間の視察は中止とし、再調整する。 
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先進地視察に係る日程調査表 

 

 

 

委員名              

 

 

 

１ 視 察 先  今治市クリーンセンター 

 

２ 回答期限  令和３年９月３日（金） 

 

３ 参加確認 

日  程 参加意向 日  程 参加意向 

１０月 ４日（月）  １０月１１日（月）  

１０月 ５日（火）  １０月１２日（火）  

１０月 ６日（水）  １０月１３日（水）  

１０月 ７日（木）  １０月１４日（木）  

１０月 ８日（金）  １０月１５日（金）  

※ 参加の場合は「〇」を、欠席の場合は「×」を記入してください。 

 

４ ご意見・ご質問について 

ご意見・ご質問がありましたら、以下に記入をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 回答方法 

電子メール又はＦＡＸでご回答ください。 

・電子メール：g-seibi@tottori-seibukoiki.jp 

・ＦＡＸ  ：0859-56-3203 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年８月 

 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

(鳥取県西部のごみ処理のあり方検討会) 

  

鳥 取県 西部 広域 行政 管理 組合 

一般廃棄物処理施設整備基本構想 

概 要 版 

令和３年８月２５日 

第１回用地選定委員会 
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１ 基本構想策定の趣旨・目的 

 ごみ処理の広域化については、平成 9 年に旧厚生省通知「ごみ処理の広域化について」が

発出され、各都道府県でのごみ処理の広域化の推進が求められたことから、鳥取県では平成

10 年に「ごみ処理の広域化計画」を策定し、県内を東中西の 3 ブロックに分け、広域化を

推進することとなりました。 

鳥取県西部圏域（西部ブロック）においては、各市町村や一部事務組合が設置・運営する

ごみ処理施設の老朽化が進行しており、また、民間業者で委託処理する最終処分場の埋立期

限も近づいていることから、短期的には、施設の長寿命化施策を図り、適正処理の維持・推

進を図ってきましたが、長期的には施設の集約化等の抜本的な対策を講じることが求めら

れています。 

◆廃棄物処理施設整備計画の概要（平成 30 年 6 月環境省） 

ポイント 内   容 

持続可能な適正処理 
・将来にわたる廃棄物の適正処理の確保 

・広域圏での広域的な処理や施設の集約化の必要性 

気候変動対策の推進 
・地域へのエネルギー供給や低炭素化の推進 

・廃棄物エネルギー回収（電力）、大規模化 

災害対策の強化 
・被災時の災害廃棄物の適正処理 

・災害時の廃棄物エネルギー（電力）供給 

新たな地域価値の創出 
・地域に多面的な価値もたらす施設整備、廃棄物エネルギ

ーによる地域産業の振興、災害時の防災拠点化 

地域との連携強化 
・地域住民等の理解と協力が基盤となる。施設見学の受入

れや適切な情報発信、信頼関係の構築が重要 

 

２ 整備が必要な施設と稼働目標年度 

西部圏域において、将来的に整備が必要な施設と、その稼働目標年度は、次のとおりです。 

整備施設 稼働目標年度 

可燃ごみ処理施設 令和 14 年度 

不燃ごみ処理施設 令和 14 年度 

最終処分場 令和 14 年度 

中継施設（必要に応じ） 令和 14 年度 

 

３ 西部圏域のごみ処理施設の現状 

西部圏域のごみ処理施設の多くは、稼働後 20 年以上が経過しています。（全国のごみ処

理施設の稼働期間は、一般的には 20 年から 30 年間程度です。） 

また、最終処分場においても、今後 10 年程度で埋立が終了する見込みとなっています。 

◆既存施設の令和 14 年度時点での稼働期間 

 

○可燃ごみ処理施設 ○不燃ごみ処理施設

施　　設　　名 使用開始年度 稼働期間 施　　設　　名 使用開始年度 稼働期間

米子市クリーンセンター H14 30年 境港市リサイクルセンター H7 37年

大山町名和クリーンセンター H8 36年 鳥取県西部広域行政管理組合リサイクルプラザ H9 35年

日南町清掃センター H2 42年 ○最終処分場

南部町・伯耆町清掃施設管理組合クリーンセンター H7 37年 施　　設　　名 使用開始年度 埋立終了

日野町江府町日南町衛生施設組合くぬぎの森 H10 34年 環境プラント工業（株）第2最終処分場 H5 R13年度
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４ 広域処理が必要な理由 

 ⑴ 急激な人口減少、ごみ量の減少  

➢ 圏域人口  

平成 30 年度約 23 万 5 千人 → 令和 20 年度推計約 21 万人 

(約 2 万 5 千人、約 11％減少) 

➢ ごみ総量  

平成 30 年度約 9 万 4 千ｔ → 令和 20 年度推計約 8 万１千ｔ 

(約 1 万 3 千ｔ、14％減少) 

◆市町村別人口将来値                         （単位：人） 

 

 

 ⑵ ごみ処理コスト削減や地球温暖化対策  

➢ 経済性（20 年間の収集運搬費、施設整備費、維持管理費） 

→１施設集約処理は現状体制での処理と比較し、約 60 億円、約 12％のコスト削

減が可能 

➢ 環境保全性（二酸化炭素排出量） 

→１施設集約処理は現状体制での処理と比較し、約 2 千ｔ/年、約 14％の CO2 排

出削減が可能 

 ◆可燃ごみ処理体制別の経済性、環境保全性の比較 

 

人口 人口 対H30増減率 人口 対H30増減率

米子市 148,498 145,489 △ 2.0% 142,534 △ 4.0%

境港市 34,247 30,246 △ 11.7% 28,482 △ 16.8%

日吉津村 3,614 3,698 2.3% 3,691 2.1%

大山町 16,399 13,451 △ 18.0% 12,185 △ 25.7%

南部町 10,937 9,135 △ 16.5% 8,365 △ 23.5%

伯耆町 10,987 9,332 △ 15.1% 8,612 △ 21.6%

日南町 4,655 3,168 △ 31.9% 2,690 △ 42.2%

日野町 3,111 2,053 △ 34.0% 1,692 △ 45.6%

江府町 2,948 2,068 △ 29.9% 1,759 △ 40.3%

人口計 235,396 218,640 △ 7.1% 210,010 △ 10.8%

ごみ総量(目標) 93,867t 84,549t △9.9% 80,711t △14.0%

令和20年度　　　　年度

市町村

平成30年度 令和14年度

現状体制での処理　Ⓐ 各市町村での個別処理 1施設集約処理　Ⓑ
ケースごとの可燃ごみ処理施設数

発電付施設 1施設（211t/日） 1施設（168t/日） 1施設（233t/日）

発電なし施設 3施設（3～15t/日） 8施設（2～28ｔ/日） ー

計 4施設 9施設 1施設

経済性（20年間に必要な収集運搬費、施設整備費、維持管理費）

収集運搬費 74億4千万円 65億9千万円 78億3千万円

施設整備費 256億3千万円 295億1千万円 232億4千万円

維持管理費 191億5千万円 274億１千万円 151億4千万円

計 522億2千万円 635億1千万円 462億1千万円 △60億1千万円

環境保全性（1年間の二酸化炭素排出量）

収集運搬に伴うもの 456t/年 360ｔ/年 476t/年

焼却処理に伴うもの 26,133t/年 26,866t/年 25,749ｔ/年

発電に伴うもの △12,106t/年 △8,792ｔ/年 △13,761ｔ/年

計 14,483t/年 18,434t/年 12,464t/年 △2,019ｔ/年

項　　目
ケース

Ⓑ－Ⓐ
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５ 広域処理方針 

 西部圏域における安心安全なごみ処理を実現するため、ごみの広域処理に係る基本方針

を次のとおり定めます。 

 

循環型社会形成推進基本計画等に定めるごみ目標排出量の達成に向けて、西部圏域

内のごみの減量化を進めます。また、資源化、余熱利用などのリサイクル、最終処分

量を最小化したごみ処理システムを構築し、循環型社会の形成、脱炭素化社会づくり

を推進します。 

 

 

広域処理を推進するうえで、基本となるのが分別区分の統一です。そのため、市町

村のこれまでの取り組みを尊重しつつ、広域処理の対象品目は、可能な限り統一して

いくこととし、圏域が一体となったごみ減量化施策の推進や最も効率的、効果的な処

理体制の構築を目指します。 

 

 

可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の一体的整備、一体的処理は、各施設の可燃

性・不燃性廃棄物の運搬コストや環境負荷の低減につながり、また、住民等の直接持

込に対する利便性の向上や、計量設備等の共有、余熱利用など、建設コストや管理運

営コストの削減になります。また、効率的な処理の推進においては、最終処分場も極

力近隣設置が望ましいことから、各施設の一体的整備について検討します。 

＜施設の一体的整備＞ 

 処理の効率化や経済性の観点から、可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の一体的

整備を目指します。また、最終処分場においても同一敷地内又は近隣での整備を目指

します。 
 

 

６ 広域処理の実施市町村  

 西部圏域の広域処理は、組合規約に基づき、次のとおり全ての構成市町村において実施

します。 

⑴ 可燃ごみの広域処理を行う市町村 

 

⑵ 不燃ごみ、資源ごみ、粗大ごみの広域処理を行う市町村 

 

⑶ 埋立ごみの最終処分を行う市町村 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町 

(３) 効率的な施設の設置及び管理運営体制の構築 

(２) 処理対象ごみの統一による効果的処理の推進 

(１) ごみ減量化と循環型社会・脱炭素社会形成の推進 
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７ 広域処理対象物と処理フロー 

⑴ 広域処理を行ううえで検討する処理対象物は、これまで構成市町村（一部事務組合を

含む）が処理を行っている可燃ごみと、境港市と本組合が行っている不燃ごみ、不燃性

粗大ごみ、資源ごみ等としています。 

⑵ 特に資源としてリサイクルが可能なごみの広域処理は、本基本構想においては、構成

市町村の現行の分別区分としていますが、国のプラスチック資源循環の動向等を踏ま

えた分別統一や新たな分別区分について、今後、改めて構成市町村と検討する必要があ

ります。 

⑶ ごみ処理フロー案 

 

●プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和 3 年 6 月法律第 60 号）の制定 

［法律の概要］ 
海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契

機として、国内におけるプラスチックの資源循環を一層促進する重要性の高まりから、多様
な物品に使用されているプラスチックに関し包括的に資源循環体制を強化し、製品の設計か
らプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循環等
の取組（3R+Renewable）を促進するための措置を講じるものである。 

（※Renewable：持続可能な資源） 
［基本方針］ 

・プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計 
・ワンウェイプラスチックの使用の合理化 
・プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等 
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８ ごみ排出目標量の設定によるごみ量の将来見込み 

 国の定める第四次循環型社会形成推進基本計画に基づき、ごみ排出目標量を設定し、ごみ

の排出量を算出しました。 

➢西部圏域の目標量（1 人 1 日平均排出量） 

  令和 14 年度の家庭系収集ごみ排出量： 見込量 475.9ｇ → 目標量 440.1ｇ 

  （※国の目標量より排出量の多い市町村は、9％程度の削減を推進する。） 

⑴ 可燃ごみ 

  人口の減少や目標量の設定により、令和 14 年度（2032 年度）では 57,015t となり、

単純推計（過去実績からの推計量。以下同じ。）と比較し 7.6％減少する見込みです。 

 
⑵ 不燃ごみ・資源ごみ・粗大ごみ（構成市町村の独自処理分を除く） 

減少傾向ではあるが、これまで可燃ごみで捨てられていた資源ごみ等の分別徹底を行

うことで、令和 14 年度では 9,354t となり、単純推計と比較し 6.7％増加する見込みです。 

 
⑶ 最終処分量（残渣発生量） 

  令和 14 年度以降の埋立対象物は未定ですが、地域の安全安心を十分考慮した処理を行

います。（令和 14 年度以降の値は、ごみ処理施設から排出される残渣量を表します。） 
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９ 広域処理施設の整備概要 

 新しいごみ処理施設は、安全・安心で低コスト、効率的な施設整備や管理運営を求める

だけではなく、西部圏域において持続可能な適正処理が確保され、防災拠点としての役割

や地域に新たな価値を創出できるような施設を目指します。 

◆新たなごみ処理施設のイメージ 

            

 

 

⑴ 可燃ごみ処理施設 

区分 概要 

事業年度 施設整備事業：令和 6 年度～13 年度 供用開始：令和 14 年 4 月 

事業計画地 用地選定による 

施設規模 230～250ｔ/日程度（1 施設） 

施設面積 12,500 ㎡程度 

その他 24 時間運転、発電設備、余熱利用、防災拠点 

⑵ 不燃ごみ処理施設 

区分 概要 

事業年度 施設整備事業：令和 6 年度～13 年度 供用開始：令和 14 年 4 月 

事業計画地 用地選定による 

施設規模 40～43ｔ/日程度（古紙類を除く場合は 25～26ｔ/日程度） 

施設面積 11,200 ㎡程度 

その他 5 時間運転、研修・展示施設 

⑶ 最終処分場 

区分 概要 

事業年度 施設整備事業：令和 6 年度～13 年度 供用開始：令和 14 年 4 月 

事業計画地 用地選定による 

施設規模 ㋐主灰・飛灰埋立の場合 オープン型 17.5 万㎥、クローズド型 17.2 万㎥程度 

㋑主灰・飛灰埋立ない場合 オープン型 4.5 万㎥、クローズド型 4.3 万㎥程度 

最低必要敷

地面積 

㋐主灰・飛灰埋立の場合 6.3 万㎡程度 

㋑主灰・飛灰埋立ない場合 2.3 万㎡程度 

その他 オープン型またはクローズド型 

 

 

 

二酸化

炭素排

出削減 

資源化 

コスト

削減 

環境 
学習 

余熱 

利用 

防災 
拠点 

安全 
安心 

リサイ

クル体

験 

地域 
振興 

持続可

能な適

正処理 

  各施設の具体的な整備内容は、立地場所や周辺地域の状況を踏まえ、また、ごみ

排出量や環境への影響、国のごみ処理施策等を十分考慮したうえで、令和 5 年度着

手予定の施設基本設計において定めることとします。 
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10 用地選定 

◆ 用地選定方針 

 可燃ごみ処理施設、不燃ごみ処理施設及び最終処分場の建設用地は、公共あるいは

公募により候補地を抽出し、外部の有識者を含む委員会において検討・選定してい

くことを基本とします。 

 

今日のごみ処理施設は、高度な二次公害防止設備を備えることで、立地地域及びその周

辺地域の環境負荷を低減し、地域の生活環境保全が図れる施設として整備されています。  

⑴ 可燃ごみ処理施設・不燃ごみ処理施設 

➢ 可燃ごみ処理施設や不燃ごみ処理施設は、日常的に排出されるごみを確実に収集・

処理することが必要であり、経済性からするとごみの排出エリアに比較的近い地区が

有効です。 

➢ 加えて、地域と連携した施設(余熱利用施設や災害時避難場所など)を整備する場合

にも、市街地に比較的近い地区が有効です。 

➢ 周辺環境の保全面において、これまでは騒音や臭気が懸念され、市街地から離れた

地域での建設事例が多くを占めていましたが、近年のごみ処理技術の進歩により、市

街地や市街地近郊での整備事例も増加しています。（東京都武蔵野市の施設整備事例

参照） 

 

武蔵野クリーンセンターとその周辺施設 

 

 

 

 

 

武蔵野クリーンセンター 

武蔵野市役所 

武蔵野陸上競技場 

温水プール 

中学校 

小学校 

病院 
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⑵ 最終処分場 

➢ 最終処分場は、中間処理後の処理残渣を最終処分するための施設であり、排出エリ

アからの距離は問題とはなりませんが、処理の効率性やトータルコストを考慮すれ

ば、中間処理施設の近隣での整備が望ましい。 

➢ 最終処分場は、一般的には、浸出水を処理した後、排水を行うため、下流側におい

て利水がないことが有効ですが、公共下水道への放流や、近年では処理水の場内利用

（無放流）を行う施設も見受けられます。 

➢ 周辺環境の保全面からは、騒音や臭気に関し市街地に近接していないことが有効で

すが、近年は、降水による浸出水の発生回避を目的としたクローズド型（被覆型）最

終処分場の建設事例が増えており、廃棄物の飛散や騒音、臭気の抑制にも有効です。

（広島県呉市の施設整備事例参照） 

 

呉市一般廃棄物最終処分場（クローズド型） 

 

11 事業運営方式 

 近年のごみ処理施設では、ＤＢＯ方式（施設の設計・施工・運営を民間事業者に包括的に

委託する方式）の採用事例が多くなっています。ＤＢＯ方式は、民間事業者のノウハウや創

意工夫を活用できるため、全体的な効率化とコスト削減に有効です。 

広域処理施設の建設・運営においても、この方式を中心に、また長期包括的運営委託方式

や公設公営（最終処分場の場合）についても検討します。 

◆廃棄物処理施設における建設と運営管理の形態 

 

区  分 
施設の所有 資金 

調達 
設計 
施工 

運営 
施設 
撤去 建設時 運営時 

Ｐ Ｆ Ｉ 
事業方式 

ＢＯＯ方式 民間 民間 民間 民間 民間 民間 

ＢＯＴ方式 民間 民間 民間 民間 民間 公共 

ＢＴＯ方式 民間 公共 民間 民間 民間 公共 

ＤＢＯ方式 公共 公共 公共 公共 民間 民間 公共 

公設民営 

方 式 
長期包括的 
運営委託方式 

公共 公共 公共 公共 民間 公共 

公設公営 

方 式 

公設運転委託方式 

(単年度役務委託) 
公共 公共 公共 公共 民間 公共 

公設公営方式 公共 公共 公共 公共 公共 公共 
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12 広域化スケジュール  

西部圏域のごみ処理の広域化は、令和 14 年度の施設供用開始を目途に事業推進するもの

とします。用地選定は、本基本構想策定後に着手し、用地決定は、その後の各種計画書の作

成や敷地造成、建設工事（４年間を想定）を考慮すると、令和５年度内が最終期限になると

想定しています。令和５年度から計画支援事業（施設基本設計、測量調査・地質調査、環境

影響評価等）に着手することで、４年間の施設建設を経て令和 14 年度当初の供用開始を目

指します。 

◆広域化施設整備スケジュール 

 



 

1 

一般廃棄物処理施設用地選定方針の概要 

 

1  用地選定方針の策定目的 

    令和 14（2032）年度供用開始を目標とする一般廃棄物処理施設の整備にあたり、各施設の

特徴や規模、西部圏域の社会特性などを踏まえたうえで、経済性や環境保全性、防災性等に

ついて総合的に有効となる建設用地を選定するため、基本的な方針を定めるものである。 

 

2  候補地の抽出条件 

 （1）基本構想に基づく施設整備の考え方 

・ 可燃ごみ処理施設、不燃ごみ処理施設及び最終処分場を各１施設整備する。 

・ 中間処理施設（可燃ごみ処理施設及び不燃ごみ処理施設）は一体化を目指す。 

・ 最終処分場は、中間処理施設と同一敷地内又は近隣での設置を目指す。 

 

 （2）整備が必要な施設の概要 

整 備 施 設 可燃ごみ処理施設 不燃ごみ処理施設 最終処分場 

施 設 規 模 230〜250ｔ/日 
40〜43ｔ/日 

〔25〜26ｔ/日〕 
（古紙類除） 

43,000〜217,000ｍ３

〔43,000〜45,000ｍ３〕 
（焼却残渣除） 

処理対象物 可燃ごみ、可燃物 資源ごみ、不燃ごみ、 
粗大ごみ 焼却残渣、不燃物 

有効敷地面積 
(目安) 

約 22,000ｍ２以上 
（150ｍ×150ｍ） 

約 35,000ｍ２以上 
（250m×140m） 

 

 （3）施設別抽出条件 

整備施設 可燃ごみ処理施設 
不燃ごみ処理施設 最終処分場 

抽出対象 
市町村 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、 
伯耆町 
 ※ 1 施設集約のコストメリットを比較 

検討した結果による。 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、 
伯耆町、日南町、日野町、江府町 
（⿃取県⻄部圏域全域） 

インフラ 
１日 200ｍ３以上の水道（上水あるいは工
水）の供給が可能である給水エリアあるい
はその近傍であること。 

抽出条件としない。 
なお、抽出後に行う一次調査(個別調査)に
おいて、比較検討を行う。 

環境保全 施設から 300ｍ以内に学校・病院・住宅群がないこと。 

防  災 既知の⿃取県⻄部地震断層及び鎌倉⼭南⽅活断層の直上でないこと。 

有効敷地面積 約 22,000ｍ２（150ｍ×150ｍ）以上 約 35,000ｍ２（250m×140m）以上 

令 和 ３ 年 ８ ⽉ ２ ５ 日 

第 1 回用地選定委員会 
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3  候補地の抽出に適さない地域 

法的規制を受けて
いる地域 

市街化区域、(工業地域，準工業地域及び工業専用地域を除く)、 
公園・緑地、保安林地域、自然公園、⿃獣特別保護区、指定文化財等 

物理的制約条件の
ある地域 水道水源に近接する地域及び直上流域（最終処分場の立地に限る。） 

 

4  候補地抽出エリア （候補地の抽出に適さない地域を除いたエリア） 
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5  用地選定フロー案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➀ 
②
③

用地選定方針
    ➀ 施設整備概要
    ➁ 候補地抽出エリアの整理
　  ③ 候補地の選定手法

提　出

了　承

提　案

➀ 
②
③

➀ 候補地確認
②
③

➀ 詳細調査結果
②
③

提　示

➀ 候補地の課題
②

報　告

提　示

報　告

提　示

報　告

答　申
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6  候補地調査方法及び主な調査内容（案） 

    ・ 候補地調査は、一次調査（個別調査）と二次調査（詳細調査）を実施する。 

・ 二次調査（詳細調査）は、一次調査（個別調査）の結果により、適性が低い候補地を除外

した一次選定候補地について実施する。 

調査名 主な調査内容（案） 

一次調査 
（個別調査） 

①候補地概要 
・地形、地質条件の調査（標高差・谷勾配等） 

②環境保全性(社会的条件) 
 ・周辺土地利用、下流側河川等の調査（学校・病院の離隔距離、水質等） 
③環境保全性(自然的条件) 
 ・貴重種の生息環境の調査（⿃獣保護区の指定状況等） 
④防災性 
 ・防災対策の条件となる法規制等の調査（土砂災害警戒区域の指定状況等） 
⑤事業実効性 
 ・土地利用規制等の調査（農業・森林地域等の解除手続き等による事業遅延

の要因等） 
⑥経済性 
 ・運搬効率、施設整備費の調査（収集運搬費、水道・電気等の整備費） 

二次調査 
（詳細調査） 

①経済性（敷地造成計画図作成による敷地造成費・搬入道路敷設費等の調査） 
②事業実効性（想定事業区域における土地調書の作成、用地費の算定等） 
③地域貢献策（候補地の特性、先進自治体の事例を踏まえた地域貢献策の検討） 
④財源検討（交付金・起債等財源の検討、一般財源や起債償還額等の算定等） 
⑤施設整備スケジュール（敷地造成計画図、施設配置計画図による工事量等か    

ら、施設整備スケジュールを検討） 

7  最終候補地調査 

    ・ 一次調査（個別調査）及び二次調査（詳細調査）の結果を基に候補地の総合評価を行い、

順位が 1 位となった候補地について、候補地確認調査を行う。 

・ 候補地確認調査により、施設整備を行うことが有効であると評価できる場合は、当該候

補地を最終候補地とし、環境影響予測等予備調査を行う。 

・ 最終候補地については、候補地の一次調査（個別調査）、二次調査（詳細調査）、候補地

確認調査、環境影響予測等予備調査を踏まえたうえで、施設整備構想案を作成する。 

8  用地選定委員会の開催スケジュール 

会議 開催日（予定） 会議の内容 

第 1 回 R3. 8.25 諮問、用地選定方針、事例紹介 

第 2 回 R3. 9 下旬 先進施設の視察（中間処理施設、最終処分場）、評価基準案の検討 

第 3 回 R3.12 上旬 評価基準の決定 

第 4 回 R4. 3 中旬 個別調査結果による候補地絞り込み（一次選定） 

第 5 回 R4. 6 中旬 詳細調査結果による候補地順位付け 

第 6 回 R4. 8 下旬 最終候補地調査による最終候補地評価 
 



 
 
 
 
 
 

近年の先進施設の事例紹介 

 

  

令和 3 年８月２５日 

第１回用地選定委員会 



 

近年のごみ処理施設の特徴 

１ ⽴地場所の傾向 
⑴ 可燃ごみ処理施設 

① 設置状況                     (表１) 

区分 設置数（箇所） 割合（％） 

市 街 地 102 60.4 

市 街 地 近 郊 24 14.2 

山 間 地 43 25.4 

合 計 169 100.0 

               ※ ⼀般廃棄物処理実態調査(環境省)の結果より抽出 

         抽出条件 ・供⽤開始︓2000(平成 12)年度以降 

・施設規模︓150 トン/⽇以上、発電設備︓有 

   ② 考察 

      近年の焼却技術の進歩により、ごみ焼却は安全・安心な技術として信頼を得て

おり、市街地や市街地近郊で整備される施設が増え、都市部あるいは生活地域で

の可燃ごみ焼却施設の建設を可能にしています。 

表１のとおり、2000(平成 12)年度以降の設置状況をみると、約 6 割が市街地

に設置されており、その傾向が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

東京都・渋谷清掃工場 

※ 2001（平成 13）年７月に、住宅もある⾼密度市街地の真ん中、渋谷駅近くに建設さ

れました。 
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⑵ 不燃ごみ処理施設 

① 設置状況                     (表 2) 

区分 設置数（箇所） 割合（％） 

市 街 地 47 52.8 

市 街 地 以 外 42 47.2 

合 計 89 100.0 

               ※ ⼀般廃棄物処理実態調査(環境省)の結果より抽出 

         抽出条件 ・供⽤開始︓2000(平成 12)年度以降 

・施設規模︓30 トン/⽇以上 

   ② 考察 

      表 2 のとおり、2000(平成 12)年度以降の設置状況をみると、市街地設置と市

街地以外の設置の割合は、ほぼ同じ割合で設置されていますが、市街地に設置さ

れている割合が若⼲多くなっています。 

      基本構想においては、「可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の⼀体的整備」

を図っていくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

愛媛県・今治市クリーンセンター 

※ 2018（平成 30）年 3 月に、可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の⼀体

化施設として、住宅に隣接した場所(施設から住宅まで最短約 90ｍ)に設置

されました。 
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⑶ 最終処分場 

① 設置状況                     (表 3) 

区分 設置数（箇所） 割合（％） 

山 間 地   199 77.0 

平   地 57 23.0 

合   計 256 100.0 

        ※ ⼀般廃棄物処理実態調査(環境省)の結果より抽出 

         抽出条件 ・供⽤開始︓2000(平成 12)年度以降 

・埋⽴容量︓10,000 ㎥以上 

   ② 考察 

   表 3 より、近年設置・供⽤されている処分場の 8 割近くが、山間地に設置さ

れていることが伺えます。 

最終処分場の候補地の抽出については、⽤地選定方針において「全構成市町村

の⾏政区域（⻄部圏域全域）を対象として抽出する」こととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡都市圏南部環境事業組合最終処分場 

※ 2016（平成 28）年 4 月に供⽤開始し、可燃ごみの焼却残渣（焼却灰・⾶灰）を埋め⽴

てています。 
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２ ごみ焼却技術の進歩 
⑴ 焼却炉の自動運転 

近年、ごみ焼却に関する各種データや⼈工知能（ＡＩ）を組み合わせることで、⼈⼿

を介さず安全に焼却炉を運転することができる自動運転技術の実証実験が進められて

います。 

実験では 2 週間以上、⼈⼿による操作がなくても安定した燃焼が可能なことが確認

されました。 

ごみ焼却施設は企業が自治体から運営を受託するケースが多くなっていますが、自

動運転技術の進歩により、今後⼀層の事業の効率化が進むものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟市新田清掃センターでの完全自動運転の実証実験の様子 

    ※ 2019 年 7 月 16 ⽇付け⽇本経済新聞「ＪＦＥエンジ、ゴミ焼却炉の完全運転

を公開」記事を参考にしています。 

 

⑵ ごみ焼却余熱利⽤の事例と方向 

   ごみ焼却熱の利⽤は、近年の技術進歩と相まって、地域貢献策、省エネルギー及

び経費削減等の観点から、積極的な利⽤が図られています。 

  ①事例 

地域集中冷暖房、施設園芸団地、電⼒の自家発電、温⽔プール、ロードヒーテ

ィング等 

  ②方向 

回収エネルギーの需要が近くに存在することが必須条件であり、エネルギー利

⽤に関して、地域住⺠や関連機関との協⼒体制づくり等を⾏っていく必要があり

ます。 
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３ 最終処分場の跡地利⽤の事例 
 ・公園として整備を図った事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

北海道札幌市のモエレ沼最終処分場の跡地利⽤ 

※ モエレ沼最終処分場（1979 年〜1990 年に最終処分場として使⽤）は、現在、公

園として市⺠や観光客に開放され、憩いの場となっています。 

 

 ・太陽光パネルを設置した事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

福井県⼩浜市最終処分場の跡地利⽤ 

※ ⼩浜市最終処分場（1986 年から 2009 年までの約 23 年間稼働）は、現在、地元

企業と連携し、「太陽光発電事業」が進められています。 
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 ・市⺠農園として整備を図った事例 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

福岡市今津最終処分場の跡地利⽤ 

※ 福岡県福岡市の今津最終処分場（1975 年〜1999 年に最終処分場として使⽤）は、

現在、埋⽴地の⼀部を運動公園や市⺠農園として利⽤しています。 

 

 ・農作物の⽔耕栽培施設を設置した事例 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

    

群馬県草津ウェイストパーク(⼀般廃棄物最終処分場)の跡地利⽤ 

※ 草津ウェイストパーク（1992 年〜2010 年に最終処分場として使⽤）は、現在、

最上部に地域の憩いの場として活⽤できる多目的運動広場の整備、中段部にドーム

型⽔耕栽培施設(太陽光利⽤型植物工場)が設置されています。 

 植物工場は将来の⾷料不⾜への対策や東北地方の災害復興における塩害を受けた

農地の利⽤方法としても注目されており、地域の活性化と新たな雇⽤創出につなが

るものと考えられています。  
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